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総動員体制とも呼ぶべき体制を敷き、ほとんどの経済部門を国が握り、経済構造は市場的要素をほとんど否定した経済制度となった（表１） 。そして一九六二年から米国による経済封鎖を受け（現在まで継続） 、あらたにソ連圏との 関係 緊密にした。その後、一九七〇年からカストロ政権は、経済制度の欠陥 調整を図りながら、市場要素を若干考慮した経済管理計画制度（ＳＤＰＥキユーバ経済全体を管理し、計画する ）を一九七七年から導入し、医療、教育などの国民の福祉、社会正義 社会的・
経済的平等主義に重点をおいた経済・社会政策を追求した。その結果、一九八〇年代のキューバ社会は、医療 教育、芸術・スポーツ、社会福祉の面で国民生活は著しく向上した。三〇％あった失業率も六％に減少した。平均寿命 乳児死亡率は先進国並み 数字となった。　
政治家・官僚の汚職、企業幹部
表１　キューバ経済部門の国有化率（％）
部門 1960年 1961年 1963年 1968年 1975年 2011年 2015年
農 業 37 37 70 70 79 34 21
工 業 50 85 95 100 100 △ △
建 設 ― 80 98 100 100 100 △
運 輸 ― 92 95 100 100 △ △
小 売 業 ― 52 75 100 100 △ △
卸 売 業 △ 100 100 100 100 100 100
貿 易 0 100 100 100 100 100 100
銀 行 0 100 100 100 100 100 100




（出所）　JoséAcosta, ‘Cuba,delaneocoloniaalaconstruccióndelsocialismo（II）’,enEconomía y Desarrollo










ソ連からの石油輸入が二三％激減し、各種の緊縮政策を打ち出した。一九九〇年 九三年にかけて連続して経済がマイナス成長となり、ＧＤＰは四〇％近く後退した。輸入依存度の高いキューバ経済は、潰滅的な打撃を受け 国民はかつてない困難に苦 むこととなった。この時、キューバ政府が取った政策は、いわば対症療法的なものである一方、各省が割り当てられた外貨を管理する、一定の分権化政策も取られた。一九九一年の共産党第四回大会で 危機的な食料問題を解決する重要な政策として、農民の自由市場の開設が期待されていたが、承認されず、わずかに家庭菜園と自営業のサービス業の種類の若干の拡大が決議されただけであった。　
キューバ政府は、経済回復を迅
速に実現するため、一九九一年に観光業の推進と新しい外国投資法の制定を決定した。新投資法では外資の参加比率、海外在住のキューバ人 投資の許可、合弁企業外資企業の法人所得税率など、一九八二年の 国 法よりもより
柔軟なものであった。外国投資はピーク時の二〇〇〇～〇一年に四〇三件、五二億ドルに達したが、外国企業の経営計画自体に収益性が欠けていたり、キューバの市場規模を見誤っていたりして、二〇八年には二三〇 まで減少した。また一九九三年九月、資材不足で運営が困難になったすべ 国農場について、規模を一 分の一に縮小して、協同組合農場（ＵＢＰＣ）に改編し 。一 九四年九月には食料の供給を増やすため、農産物の自由市 が開設された。　
一方、米国の対キューバ経済封








開催され、 「市場問題」 が討議された。しかし、経済決議で 、市場と計画との関係について「中央の計画が経済指導の基本的役割をもっている、市場メカニズムには固有の歪みがある」 強調するにとどまった。こうし 市場へ 警戒感から、その後市場要素を拡大ることにはならなかったのである。　
キューバ国内の経済困難が進行
するにつれて、海外 キューバ人家族から家族送金（ドル）が増えまた一九九一年から観光が推進され観光客から受け取るドル（チップ）を入手する観光関係の勤労者が増えてドルが闇で流通し始めた。そこで政府は、一九 三年八月、外貨所持を合法化し 。このことから、外貨販売店（日用品を自由販売する国営の販売店）でドルなくキューバの通貨で買えるように「外貨交換ペソ」 （ＣＵＣ が発行された。しかし、こ ことにより、キューバ・ペソ（ＣＵＰ）と外貨交換ペソの二重通貨制度生み出され（図１） 、 経済に複雑な問題をもたらすことに
63　　アジ研ワールド・トレンド No.244（2016. 2）
キューバ経済改革モデルの歴史的性格







あると、キューバ経済の根本的な問題を指摘した。ラウルは、二〇〇八年三月からまずは、不要な禁止条項の廃止に取りかかり、家電の販売を外貨販売店で解禁し 一般市民の携帯電話の使用を許可しキューバ市民が を支払いホテルに宿泊すること 許可した。　
二〇〇八年のリーマンショック

































「急がず、休まず、思い付きに陥ることなく、よく考えて」 いうものである。ラウル議長は、まずは引き続き不要 禁止条項の廃止・国民生活の改善を進め、二〇一一年九月中古自動車の売買を、同年一一月キューバ人および永住外国人に住宅の売買・譲渡を、二〇一二年六月電話販売の自由を認めた。また、二〇 二年一〇月、新出入国法を公布し、国民の自由な出国を認め、海外滞在期間を二四カ月に延長した。このことにより、国民は海外での労働契約（出稼ぎ）が可能となっ キューバ人スポーツ選手のプロ契約も認められ（二〇一三年九月） 、一般市民の車両の自由購買が認められた（二〇一三年一二月） 。ラウル政権は、こうした軽度の改革を進めつつ、一層の経済成長と国民生活の改善を求めて以下のような構造的改革に乗り出した。　
第一に、国営企業の改革と自営
業の多様化の推進である ラウル
政権は、 「経済・社会路線」に従って、国営企業改革にも着手し、二〇一三年四月企業は、税引き後利益の五〇％（それまでは三〇％）を自由に処分できることにし、運営資金、投資、従業員へのボーナスなどの決定を自由とした。二〇一四年四月には一連の企 改革関連法を発表し、企業 成績の許す範囲で賃金を支払いできる 固定資産の減価償却および無形資産の償却、留保金を分担する必要がない、税引き後利益の五〇％を留保できる、七つの経営指標が満たされ、一八カ月の会計監査 受けていれば、利益を報奨金として労働者に分配できるなど決めた。しかし、各企業に一定の取引・生産の自由がなければ 企業 収益性、効率性は改善できないと筆者には思われる。　
キューバでは、歴史的に生み出
された公営企業の過剰雇用が一三〇万に達していた（労働者の二五％） 。たとえば、キューバ国営農場では二六％、建設部門では一五・四 の労働者が非生産部門の事務部門 勤務してい （一般に日本では事務管理部門は一〇％以下） 。二〇一〇年七月、過剰雇用の問題を自営業と協同組合を推進
して解決することが打ち出された。　
ラウル政権は、本来国営企業に
なじまない非効率な小規模国営サービス企業を民営化 ため、二〇一〇年三月から国営のサービス部門で請負制の導入を始めた。の制度は、タクシー、美容室、飲食店などの国営サービス業で、店舗、設備、労働用具は労働者に賃貸しし、営業も収益の配分も完全に労働者にまかせるというものである。まず一部のタクシー運転手に、次 理容院 美容院に、さらに一〇～二〇人乗りの中型バスに請負制度を採用した。政府は、二〇一四年 月には、全国 一万三〇〇〇の飲食業店舗（従業員一三万人）を漸次自営業か、協同組合に移行すると発表してい　
ラウル政権は、認定自営業種を








ラウル政権は、二〇一一年九月、重要産業省であった砂糖工業省を廃止し、傘下の企業を砂糖農工業企業グループに改組した すでに二〇〇二年にフィデル政権が栽培面積、製糖工場数を半減しており、砂糖生産は年産一〇〇万トン台まで減少していた。革命勝利後初めての砂糖栽培規模の縮小で歴史的な転換 あった。しかラウル政権は、砂糖の国際価格を注視しつつ、砂糖産業の回復に取り組み、二〇一二年一月これまで防衛産業、医療、教育産業とともにタブーであった砂糖産業への外国投資を認めた。これも 別な意味で歴史的な転換であった。　
またラウルは、食料増産の対策










































































































































































































部を国債の発行で補填するようになった。赤字の七〇％は従来どおり通貨の発行でカバーするが、三〇％は国債を発行し、二 一四年には全額を国債でカバーするようになった。ただ国債は、キューバの商業銀行（実質的には国立銀行） 、国立中央銀行が引き受けているが、こうした方法 適切ない。　
第五に、国際収支の改善と対外
債務交渉の進展である。一九五九年の革命勝利以前は キューバの国際収支は一九五八年を除いて例年黒字であった。しかし、革命勝利後は、一九九九年まで六〇年七四年の二年のみ黒字という体質が続いた。その結果、キユーバは、多額の累積債務を抱えるようにった。しかしラウル政権は 貿易決済、対外債務の合意 厳密に守る方針を貫いている。　
二〇一二年にキューバは、対外
債務額は公的債務が約三五五億ドル（ロシアを含める） 、民間商業債務が八〇億ドルに達していた。ラウル政権は、対外債務問題の解






























 たとえば、ある労働者をキューバ側が投資企業に一カ月一〇〇〇ドルで派遣契約すれば、労働者は、一〇〇〇×一〇＝ 万ペソ、その八〇％、八〇〇〇ペソ（ＣＵＰ） が受け取り賃金となる。
⑷









 ―――（柴田徳衛訳） 『キューバの社会主義』 （上 下）岩波書店、一九六九年。
⑤
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